
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

 
◇ 道、市町村、関係機関の災害対応
（意思決定）に資する情報が適切に伝
達される環境整備をさらに進めること
が必要 

 
  ・地域の実情に応じた情報伝達手段

の多重化や多様化の推進  
  ・関係機関で共通して使用できる地

図の整備 

① 情報収集・通信 

北海道「平成２８年８月から９月にかけての大雨等災害に関する検証委員会」に係る提言概要（主なポイント） 

 
◇ 情報共有と意思決定がスムーズとなる
道災害対策本部の体制・環境整備 

 
  ・道災害対策本部指揮室の各班が取る

べき時系列活動表の作成及びさらな
る連携強化  

  ・道災害対策地方本部指揮室の機能強
化のための資機材や設備の整備、設
置訓練の実施 

⑤ 道災害対策本部の体制と活動 

 
◇ 効果的な通行規制や情報提供の実
施、関係機関の連携強化等 

 
  ＊ 「道路管理に関する懇談会」に

おける意見を踏まえ、関係機関連
携のもと速やかな対策を実施す
ることを求める 

⑩ 交通 
 
◇ 風水害を含めた防災教育の促進 
 

  ・Do はぐ等防災教育教材を活用した避
難所運営や適切な避難行動の普及
啓発  

  ・様々なイベントや広告媒体等を通じ
た防災に関する普及啓発 

⑮ 防災教育 

 
◇ 適時適切な避難情報の発令と確実
な伝達体制の構築 

 
・防災教育による避難情報の周知徹
底、具体的でわかりやすい避難情
報の発令 

 
  ・様々な状況を想定したより具体的

な避難勧告等の発令基準の策定促
進 

 
◇ 適切な避難情報のための避難誘導・
避難体制の確立 

 
  ・浸水区域などを考慮した適切な指

定緊急避難場所及び指定避難所の
確保 

 
  ・集落・町内会などの単位での顔の見

える避難体制の構築 
 
◇ 要配慮者の確実な避難ための地域
における支援体制の構築 

 
  ・地域単位での要配慮者情報の共有

化と共助による支援体制の構築  
  ・安全な避難を促すための福祉施設

等における実効性の高い避難対策
の見直し強化 

② 避難行動 

 
◇ 関係機関の連携等による人命最優先
の救出救助体制の強化 

 
  ・災害時における空港内駐機場の確保

と関係機関相互の情報共有 
 

  ・迅速な災害支援職員の派遣と自衛隊
災害派遣要請の要件、情報伝達手段
の明確化 

⑥ 救出救助・災害派遣要請 
 
◇ 孤立が予想される地区等への輸送ルー
トや避難所における十分な備蓄等の確保 

 
  ・孤立が予想される地区への事前の物資

等の輸送ルートの検討  
  ・孤立が予想される集落や避難所として

の活用が見込まれる宿泊施設等での
十分な備蓄や通信手段の確保 

⑪ 孤立地区 

 
◇ 避難所の生活環境への配慮、住民主
体の避難所運営体制の構築 

 
  ・避難所の生活環境や健康管理、プラ

イバシーにも配慮した運営の徹底 
 
  ・住民を主体とした円滑な避難所運営

ができる体制の構築と訓練の実施 

③ 避難所運営・支援 
 
◇ 広報対応の体制強化と適時適切な住
民への広報活動の実施 

 
  ・問い合わせ窓口の決定と報道機関へ

の広報対応の強化 
 

  ・状況に応じた積極的かつ迅速な住民
への広報活動の実施 

⑧ 広報・情報提供 
 
◇ 災害ボランティアセンター（災害 VC）
の設置・運営体制の構築とボランティア
人材育成 

 
  ・常設の道災害 VC によるネットワー

ク形成、人材育成及び支援体制整備  
  ・市町村災害 VC の設置・運営体制やマ

ニュアルの整備 

⑫ ボランティア 

 
◇ 変化するニーズに対応した適切な物資
調達・輸送の仕組みの整備 

 
  ・災害時に活用できる避難所データベ

ースの作成及び効率的支援の手続き
の明確化 

 
  ・円滑な物資輸送を確保するための災

害毎に応じた物資輸送経路図の作成 

④ 物資及び資機材の備蓄・支援 
 
◇ ライフライン途絶時における復旧等の
情報提供や体制整備の強化 

 
  ・関係機関が連携したライフラインの

復旧見込み時期など、住民生活に直
結する情報の迅速かつ丁寧な提供体
制の構築  

  ・庁舎等における有線通信手段や電力
の断絶を考慮した多重的通信手段並
びに非常用電源の確保 

⑨ ライフライン 

 
◇ 被災自治体の行政機能の確保と災
害対応能力向上・災害対応支援のた
めの体制・支援策の構築 

 
  ・市町村における他機関からの応援職

員受入体制の整備 
 

  ・道（振興局）の情報連絡職員（リエ
ゾン）の能力向上及び役割、派遣時
期の明確化 

⑬ 被災市町村の行政機能 

※ 検証項目は、災害検証実施要領に定

める１５の検証項目のうち、今回の災

害で対象とならなかった⑦医療活動、

⑭積雪寒冷地等を除く１３項目につい

て実施 
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 - 
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災害情報等の収集・連絡手段 

 被害状況報告等の災害に関する情報（以下「災害情報等」という。）の収集・連絡は、災

害の予防及び応急対策を実施する基本となる。情報がなければ、どのような危機が迫って

いるのか認識することができないため、被害を防ぐための効果的な対応を判断することが

できず、混乱を招く恐れがあるほか、防災関係機関に対して、必要かつ的確な協力を求め

ることが困難となる。そのため、災害応急対策実施責任者1は、地理空間情報2の活用などに

より、災害に関する情報の収集及び伝達に努めることとされている。 

道は、北海道防災情報システム、北海道総合行政情報ネットワーク（防災回線）、ヘリ

コプター、テレビ会議などにより、災害情報等の収集・伝達を行う。また、防災関係機関

は、それぞれが有する情報組織、情報収集手段、通信ネットワーク等を全面的に活用し、

迅速・的確に災害情報等を収集し、相互に情報交換することとなっている。 

また、効果的な情報収集のためには、災害情報共有システム（Ｌアラート）3等の活用が

有効である。Ｌアラートの活用は、道及び市町村、報道機関等、住民それぞれにメリット

がある（図３－１－１参照）。道及び市町村にとっては、北海道防災情報システムへの入

力のみで、多様なメディアを通じて、緊急性の高い情報を迅速かつ確実に伝えることがで

きる。また、報道機関等にとっては、より広域かつ詳細な情報を、データ入力の手間を省

き、伝達することが可能となる。住民にとっては、テレビやラジオ、スマートフォンなど

の身近なメディアを通じて、迅速に、正確な情報を入手することができる。 

市町村は、災害対策基本法第５３条第１項により、市町村の区域内に災害が発生したと

きは、速やかに当該災害の状況及びこれに対して執られた措置の概要を都道府県に報告し

なければならないが、被災市町村から道への被災状況の報告ができない場合、その他必要

と認めるときは、これら多様な手段の効果的活用のほか、被災地に道や防災関係機関から

職員を積極的に派遣し、被災情報等を収集・把握することとなる。 

このため、災害時には情報通信手段に支障が生じることを想定し、情報通信手段を複数

確保している。また、実際に使用することを想定して、道や市町村、防災関係機関等と平

常時から定期的に訓練等を実施してきた。 

 

                                                                                                                                                                         
1 「災害応急対策実施責任者」とは、指定地方行政機関の長、地方公共団体の長その他の執行機関、指

定地方公共機関、公共的団体並びに防災上重要な施設の管理者 
2 「地理空間情報」とは、空間上の特定の地点又は区域の位置を示す情報及びその情報に関連付けられ

た情報（地理空間情報活用推進基本法第２条第１項） 
3 「災害情報共有システム（Ｌアラート）」とは、被害情報等を発信する自治体・ライフライン事業者

などと、それを伝える放送事業者・通信事業者を結ぶ共通基盤 

 

被災者・市町村等からの災害情報収集及び通信の状況 

〈検証の視点：道民等の安否情報等の重要情報の収集、情報伝達の支障（通信の

途絶等）、各関係機関における情報共有〉 

１ 北海道地域防災計画等における平常時の取組や災害予防・応急対策計画など 

検証項目１：情報収集・通信 
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（出典：北海道総合通信局） 

■図３－１－１：Ｌアラートの概要 

 

 

情報連絡系統 

 これらの情報伝達手段を活用することにより、市町村は、「火災・災害等即報要領（昭

和５９年１０月１５日付け消防災第２６７号）」に基づき、災害が発生し、又は発生する

おそれのあるときには、速やかに収集した情報に基づき、所要の応急対策を講ずるととも

に、その状況を所管する道（振興局）に報告することとなる。 

 市町村から道（振興局）（あるいは道災害対策地方本部）に集められた災害に関する情

報は、道災害対策本部に集約されるとともに、防災関係機関と情報共有される。さらに必

要に応じて、災害応急対策を円滑かつ的確に推進するため、道災害対策本部に指揮室を設

置して、防災関係機関相互の連携を図るものとしている。防災関係機関は、道災害対策本

部長（知事）の要請に応じて、本部に職員を派遣するとともに、その所掌事務に関連して

確認した情報を都度提供するなど、情報共有に努めることとなっている。 

 

 

 

被害情報等の収集 

 一連の大雨災害において、道・市町村や防災関係機関、報道機関は、それぞれが適切な

対応をとるために、情報収集を行った。 

２ 今回の主な対応 



第３章 検証及び防災対策への反映 

- 31 - 

 

道（本庁）においても、道（振興局）を通じて市町村の被害情報を収集するとともに、

防災関係機関や交通機関、ライフラインの事業者に問い合わせるなど被害情報の収集にあ

たった。 

しかしながら、一部の被災市町村においては、これまでに経験したことがない大雨等災

害に直面したことによる混乱に加え、被災エリアが広範囲に渡ったため、次から次へと対

応を迫られたことや河川の水位情報等の欠測などにより、住民避難の判断に必要な情報を

十分に得ることができなかった。また、被害が発生した際に、市町村から道（振興局）へ

の被害報告が電話により第一報が入ったが、被災箇所を口頭で説明しただけでは、土地勘

のない道（振興局）職員が場所を特定できないなど、情報伝達に支障があったことから、

道への報告も円滑になされず、各地の被災状況など、被害の全容把握に時間を要した例が

あった。 

 

情報通信手段の状況 

 相次ぐ台風の上陸・接近等による大雨や暴風などにより、一部の市町村では電話回線や

光ケーブルの断線により固定電話をはじめ、携帯電話が不通となった。 

 道では、通信が途絶した際に活用できる通信手段として、すべての道（振興局）・市町

村に北海道総合行政情報ネットワーク（防災回線）4や北海道防災情報システム5を整備して

おり、これらを利用し市町村との通信等を確保した。また、一部の市町村では、市町村庁

舎や避難所に備え置いてある衛星携帯電話の活用により、情報通信手段を確保することが

できた。 

 さらに、道、北海道開発局や自衛隊などの防災関係機関においては、市町村に情報連絡

職員（リエゾン）を派遣し、被害状況の収集・伝達や各関係機関の対応状況などについて

の情報収集に努めた（表３－１－１参照）。 

 

■表３－１－１：各機関による情報連絡職員（リエゾン）派遣状況 

機関名 延べ人数 活動内容等 

自衛隊 ４３４名 被災市町村の被害状況・行政機能等の把握 

北海道開発局 約４００名 自治体からの情報収集、情報提供及び支援要請の確認 

道 約３００名 地元の道（振興局）職員を派遣し、被害状況等把握 

 

 

収集した情報の共有 

 道（本庁）では、昨年までは常設の危機管理センターはなかったが、今年、本庁舎地下

１階の危機管理センターに道災害対策本部指揮室を設置したことから、参集した各機関が

保有する情報の提供や、情報連絡職員（リエゾン）等からの情報を集約することにより、

情報を一元化することができた。また、道警や自衛隊が保有するヘリコプターや、北海道

開発局が国道・河川に設置しているカメラや同局が保有する移動通信車から配信された映

                                                                                                                                                                         
4 「北海道総合行政情報ネットワーク（防災回線）」とは、道（本庁）、道（振興局）及び市町村を自

営の通信回線で結び、電話やＦＡＸをはじめ、画像伝送など多様な行政情報の通信手段となるもの 
5 「北海道防災情報システム」とは、ホームページ「北海道防災情報」及び携帯メール「防災情報メー

ル」を通じて、防災情報を配信するシステム 
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像が道災害対策本部指揮室に設置された大型モニターに映し出され、各機関はその映像を

見ながら、河川の氾濫や道路の冠水、土砂崩れの状況などをリアルタイムで把握し、情報

共有を行い、災害応急対策の実施に活用した。 

迅速・的確な災害対応のためには、タイムリーな情報共有、視覚的な情報提供が求めら

れることから、道災害対策本部指揮室を設置し、関係機関が同じ空間に参集し、情報共有

を行うことにより、現時点の状況を抜け・漏れなく共通で認識することができるだけでな

く、複数機関による応急対応の円滑な調整や相乗効果がもたらされた。また、顔が見える

関係を構築することで円滑なコミュニケーションが可能となり、他の班の課題に対して助

言や協力関係が自然発生的に生まれるなど、縦割りの弊害を解消し、組織の枠を越えた連

携が容易になった。 

 

 
 

 

河川情報・防災情報等の提供 

 河川の水位状況については、北海道開発局や気象台において、水位・雨量等の情報提供

及び洪水予報による水位・雨量等の情報を共同発表し、報道機関への提供やホームページ

で周知した。 

 短時間で局所的に大雨が降り続いた場合には、一気に水位が上がることから、対象とな

る観測地点の情報だけではなく、上流や周囲の別の河川にある観測地点を参考とする市町

村もあった。市町村では、これらの情報を参考に、災害対策本部の設置や避難所の開設、

避難指示等の発令といった応急対応の判断を行った。しかしながら、河川の水位情報等が

欠測した観測地点では、判断に必要な情報を入手することができなかったため、実際の現

場等に出て、目視による状況把握を行った例があった。 

 また、北海道開発局や気象台は、国管理河川の出水状況や気象情報について、自治体の

長へホットライン（直接伝達）を実施した。このホットライン（直接伝達）によって、自

治体は、自らの地域に限定したより詳細な情報を入手することができるほか、自治体が抱

える課題に直結した質問をすることで真に必要とするニーズを満たすことができた。具体

的には、観測地点以外の市町村内の地域における今後の予測情報を入手することで、対象

↑自衛隊のヘリ映像を道災害対策本

部指揮室の大型モニターに配信 

←道（本庁）に設置された、災害時

の初動対応の指揮命令を担う道災害

対策本部指揮室に、関係機関が参集

し、情報共有を図った 



第３章 検証及び防災対策への反映 

- 33 - 

 

地域をより限定して住民避難に関する検討を行うことが可能となり、避難が必要な住民に

対して効果的な対応をとることができた6。 

 例えば、８月２０日に行われた、北見河川事務所から北見市へのホットラインでは、１

５時１５分と１６時４５分の２回、河川事務所から急な水位上昇のおそれがある旨助言し、

避難勧告発令等について意見交換を行った。その後、北見市は１９時４５分に本来の避難

勧告発令の目安となる水位である「氾濫危険水位」より低い「氾濫注意水位」に達した段

階で、避難勧告を発令した（図３－１－２参照）。 

 

 
（出典：平成２８年北海道大雨激甚災害を踏まえた水防災対策検討委員会資料） 

■図３－１－２：ホットラインと避難情報発令のタイミング 

 

 

 また、避難勧告・指示等の防災情報については、総務省が推進しているＬアラート（災

害情報共有システム）を通じて、報道等各機関や住民へ情報を伝達した。市町村は、北海

道防災情報システムに入力することにより、同システムの登録者へのメール配信サービス

だけではなく、Ｌアラートによる報道機関への一斉情報伝達を通じて、地域住民への情報

提供を一括して行うことができるため、事務作業負荷の軽減につながった。その一方で、

                                                                                                                                                                         
6 平成２８年１２月２７日に開催された「平成２８年８月北海道大雨激甚災害を踏まえた水防災対策検

討委員会（第２回）」において、「河川災害の専門家である河川管理者からの任意の情報提供（ホット

ライン）は有効であった（４３市町村に対し２０４回実施）」との報告がなされた。 



第３章 検証及び防災対策への反映 

- 34 - 

 

北海道防災情報システムへ入力できる職員が特定の職員に限られていたことから、入力可

能な職員が他の災害対応などに追われた結果、Ｌアラートによる効果的な情報伝達に支障

があった例もあった。 

 

関係機関の取組 日本放送協会札幌放送局 

Ｌアラート情報の活用 

日本放送協会では、市町村がＬアラートに発信した「避難所情報」「避難指示・

勧告等」の情報を、データ放送・ホームページ・スマホアプリで活用しています。

同じ情報をテレビやラジオのニュース原稿などの参考にもしています。情報の内容

については、誤り等を防ぐため、必要に応じて直接、道庁や市町村の担当の方に取

材・確認することもあります。正確・迅速に情報発信していただければ、地域の

方々に的確に情報を伝えられるのはもちろん、取材・確認の頻度も減らすことがで

き、双方にメリットがあると考えています。 
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 本庁舎の危機管理センターに道災害対策本部指揮室を設置し、道警察、自衛隊のヘリコ

プターに搭載されているカメラや、道開発局が国道・河川に設置しているカメラから被害

状況等を道災害対策本部指揮室の大型モニターに配信し、関係機関でリアルタイムに把握

し、情報共有を図りながら、関係機関が一堂に会し、連携して対応した。このことにより、

状況認識の不一致からくる調整に時間・労力を割くことなく、迅速かつ的確な人命最優先

の応急対策につながった。 

 

 
 Ｌアラートに収集される避難勧告・指示などの情報は、市町村職員が北海道防災情報シ

ステムに入力する必要があるが、市町村では、操作経験の面から、北海道防災情報システ

ムを利用できる職員が限られており、Ｌアラートを活用した情報伝達に支障があった。 

 

 
 河川の水位情報等が欠測し、災害対応の判断に必要な基礎的な情報が入手できなかった

市町村は、目視による状況把握・現場確認により対応することとなり、人員を割かれるこ

ととなった。 

 

 

 電話回線の断線や携帯基地局の損壊等により、携帯電話等の通信網が被災し、使用でき

なくなり、関係機関の円滑な情報伝達に支障があった。 

その一方で、道や市町村は、災害時の通信手段である防災回線や衛星携帯電話を活用し、

情報連絡体制を確保することができた。 

 

 

３ 評価できる事項、課題 

評価  各関係機関が持つ情報を共有し、一堂に会し、連携して対応できたことは、

迅速かつ的確な人命最優先の応急対策につながった 

課題  市町村では、北海道防災情報システムを利用できる職員が限定されている 

課題  河川の水位情報等が欠測したため、市町村では災害対応の判断に必要な基礎

的な情報が入手できなかった 

評価  被災市町村の一部エリアでの通信途絶に際し、災害時用の防災回線や衛星携 

課題 帯電話を活用し、情報連絡体制の確保が図られた一方、代替通信手段の不足に 

   より、情報伝達に支障が生じた 

評価  被災市町村では人員不足のため関係機関への報告に時間を要することから、 

課題 関係機関から被災市町村に情報連絡職員を派遣し、情報収集を行ったことは、 

   派遣元にとっては有効であった一方、情報連絡職員間の情報共有が不十分だっ 

   たため、派遣先の市町村では作業負担が生じた 
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 道や自衛隊、開発局等から市町村へ情報連絡職員等をプッシュ型7で直接派遣し、被害状

況などの情報収集を行い、道災害対策本部等での円滑な情報共有を実施した。 

 それに対して、市町村からは「情報連絡職員と共通認識に立っていたかどうかはわから

ない」「派遣は助かっているが、情報連絡職員の役割の明確化が必要」「各機関が持って

いる情報を積極的に提供してほしい」との声があり、情報収集を目的として派遣された者

との認識が必ずしも明確ではないことや、情報連絡職員同士での情報共有が不十分であっ

たため、市町村職員の業務に負担をかけている面もあった。 

 

 

 土砂災害による被害が発生した際に、市町村から道（振興局）に対して電話で第一報の

連絡が入ったが、発生箇所等に関して口頭による説明では、正確な伝達に時間を要した。 

その後、道（振興局）から道災害対策本部への被害状況等の報告にあたり、現場写真や

図面を添付することにより、より正確な情報伝達が可能となった。 

 

 

 

 

 

 
情報通信手段を確保するためには、支障が生じる事態を想定して、複数の代替策を用意

しておくことが肝要である。そのためには、道や市町村、関係機関において、平常時使用

している通信手段が使えない状況を想定した「非常通信訓練」や市町村職員を対象とした

北海道防災情報システムの操作研修会の開催などシステムの習熟度を向上させる取組が必

要である。 

 また、市町村職員が北海道防災情報システム入力をできない場合は、道（振興局）職員

が入力を代行するなど、入力手順の効率化による有効活用が必要である。 

 

                                                                                                                                                                         
7 道や関係機関が、被災市町村からの具体的な要請を待たずに、市町村に対して派遣すること。 

評価  道（振興局）から道災害対策本部に対する報告では、写真や図面等を活用 

課題 し、情報の迅速な共有が図られた一方、市町村から道（振興局）への被害報 

   告は口頭でなされたため、土地勘のない道（振興局）職員にとっては被災場 

   所の特定が困難な場面が見られた 

４ 今後の方向性：取組の必要な内容 

道・市町村・関係機関の災害対応（意思決定）に資する情報が適切に伝達・共有され

る環境整備を更に進めることが必要 

提言①  北海道防災情報システムの習熟度向上及び入力手順の効率化による有効活

用 

     【道・市町村･関係機関】 


